






























































特  集 SDGs最前線
１　「パリ協定」の受諾に関する内閣総理大臣の談話（2016 年 11月 8日）
２　持続可能な開発目標推進本部会合（2016 年 12月 22日）
３　経済産業省ホームページ（https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary）
４　Letter to Prime Minister Shinzo Abe-CAN responds to Japan's draft INDC（2015 年 4月 30日）























































































７　衆議院予算委員会（2018 年 2月 6日）
８　日本経済団体連合会ニュースレター（2018 年 1月 25日）
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図表１　ドイツでの自然エネルギーによる発電設備の所有者の内訳（2012年）
（自然エネルギー財団／アゴラエナギーヴェンデ「ドイツのエネルギー転換10の Q&A」より転載）
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運用は、従来の集中型電源を重視する一方、政府は送
電システムの運用改善に取り組みつつある。さらに、
太陽光発電システムの低価格化が、送電システムへの
負荷を減らす可能性が出ている。
　法律から見ると、土地利用規制や環境影響評価制度
が不十分で、事業に対する反対意見が各地で発生して
いる一方、国や自治体では対策を講じ始めている。
　社会から見ると、自然エネルギーの経済的便益及び
SDGs が重要になるとの認識が、十分に普及していな
い一方、近年、各地で地域主導型自然エネルギー事業
が生まれている。さらに、政府は2018年、29自治体
を SDGs 未来都市に指定した。とりわけ、影響力のあ
る先進自治体は、SDGs の促進と地域経済の活性化を
両立させるため、自然エネルギーを重視している。
　以上のとおり、政治、技術、法律、社会それぞれの
面において、パリ協定と SDGs に対する障壁が存在す
るものの、自然エネルギーについては、政府、自治体、
経済界、市民が、共通して普及に努力しており、パリ
協定と SDGs を実現するカギとなる。
　これら地域と調和した自然エネルギー事業や自治体
による持続可能な地域づくりは、広範な人々の支持と
参加により、日本での SDGs の取組みを着実に実体化
するものである。なぜならば、図表2のメカニズムに
より、環境と経済の相乗効果が地域にもたらされるか
らである。よって、これらの事業や地域が、SDGs を
実現する上で、極めて重要になると考えられる。
結論6
　本報告の結論は、日本が直面する矛盾を乗り越え、
パリ協定と SDGs を実現するカギは、自然エネルギー
であるというものである。
　政治から見ると、政府と経済界の首脳は石炭火力発
電と原子力発電が日本に不可欠と信じる一方、自然エ
ネルギーの普及を真正面から否定する政策決定者はい
ない。さらに、自然エネルギーについては、経済界か
ら主導する動きが生まれている。
　技術から見ると、送電システムに関する政策や設備
図表２　エネルギーと地域経済の関係
（自然エネルギー財団「地域エネルギー政策に関する提言」より転載）
